
 

様式 C-19 

科学研究費補助金研究成果報告書 

平成２３年６月２４日現在 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
研究成果の概要（和文）： 

 国際関係法の教育環境の現状分析と将来展望を目的として、海外での状況や国内の大学院お
よび学部の教育環境などについて調査をおこなった。また日弁連の協力を仰ぎ、国際関係法の
理論と実務の連携の可能性についても検討した。これらの分析を踏まえて最終年度にシンポジ
ウムをおこない、日本の司法制度改革の影響は、ロー・スクールに限定されるものではなく、
研究者養成機関にも波及していることを明らかにした。また大学教育のグローバル化は、アジ
ア諸地域の留学生の動向にも影響を与えており、日本の国際関係法教育も大きな岐路に立たさ
れていることを指摘した。 
 
研究成果の概要（英文）： 
In this study, with the objective of analyzing the current situation and gaining a 

future perspective of the educational environment of international legal studies 
including public and private laws and politics, a survey was made of the overseas situation 
as well as the graduate and undergraduate educational environment in Japan.  In addition, 
by asking for the cooperation of the Japan Federation of Bar Associations, the possibility 
of coordination between theory and practice of international law was also considered.  
A symposium was held in the final year on the basis of these analyses and it was found 
that the influence of the reform of the judicial system in Japan is not limited to the 
law school but extends to institutions for training researchers.  It was also pointed 
out that the globalization of university education is having an impact on the trends of 
foreign students from various Asian regions and that teaching of international law is 
also at an important crossroads. 
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１．研究開始当初の背景 
 グローバル化の進行に伴い、大学における

国際関係法の教育研究は大きな環境の変化
に直面している。司法試験改革と法科大学院
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の導入に伴い、大学における法学教育は、抜
本的な改革をおこなう必要性に迫られてい
るが、国際関係法に関しては、国際感覚に富
む法曹養成の重要性が指摘されながらも、そ
の体制は未整備の状態である。また諸外国に
おける国際関係法教育の比較分析も、これま
で十分おこなわれてきたとは言えない。 
 
２．研究の目的 
本研究は、グローバル化の進展と司法制度

の改革という大きな環境の変化を背景とし
て、大学および大学院における国際関係法の
教育がどのような課題に直面しているのか
を明らかにし、このような課題に対処するた
めの教育改革の方向を見いだすことを目的
とする。 
 
３．研究の方法 
(1)研究目的の達成のために、研究計画の実
行に際しては以下の４班を構成しておこな
った。 
Ａ：カリキュラム改革班  国際政治・外交
史との関係、国内法の諸分野との関係も視野
に納めて、学部および大学院におけるカリキ
ュラム改革を検討した。また ILA（国際法協
会）における共同研究を分担した。 
Ｂ：シラバス改革班  世界各国の主要な教
科書・教材の分析に基づき、シラバス改革を
検討するとともに、これにふさわしい教科
書・教材のあり方を検討した。また ILA にお
ける共同研究も担当した。なお、Ａ・Ｂ両班
の検討の出発点として、両班で協力して、国
際関係法教育検討委員会が行ったアンケー
トの分析をおこなった。 
Ｃ：社会連携班  学生および実務界を含め
て社会への働きかけを強めることによって、
国際関係法の教育・研究の「裾野」を広げる
方策を検討した。 
Ｄ：総括・調整班  国際法学会、学術会議
「グローバル化と法」分科会などとの連絡を 
担当するとともに、各班の進行を調整し全体
の議論をまとめる任務を担当した。 
 
(2)初年度(2008 年)は、国際関係法教育の現
状を分析するため、本研究の準備段階で行っ
ていた各大学の国際関係法教員にアンケー
トの集計を再度精査し、その結果について、
国際公法および私法に区分して分析をおこ
なった。また各研究機関で国際関係法に関す
る諸外国の教科書を収集し、比較検討をおこ
った。 そして、本研究テーマの海外の動向
を検討するために、リオデジャネイロ（ブラ
ジル）でおこなわれた国際法協会（ILA）の
学術大会に研究分担者を派遣した。社会連携
の可能性については、日弁連と共催セミナー
をおこない、国際関係法教育と実務の連携に
ついて議論した。 

 次年度(2009 年)は、前年度に引き続き、国
際関係法に関する諸外国の教科書を収集し、
これらの資料を踏まえてシラバスの検討を
おこなった。また、昨年に引き続き、日本弁
護士連合会との共催セミナー「国際法の理論
と実務」を実施し、昨年と併せて 5回のセミ
ナーを通じて、実務家との連携を図った。そ
して、国際関係法に対する学部学生の関心や
大学院進学の希望の度合いを調査するため
に主要大学の国際関係法担当教員および所
属演習生にアンケートを実施した。 
 最終年度（2010 年）は、は、研究全体の総
括をおこなうことを目的として、ハーグ（オ
ランダ）で開催された国際法協会（ILA）74
回研究大会に出席し、諸外国の国際関係法教
育の現状と課題について、最新の情報を入手
し、それぞれの班で分析をおこなった。そし
て 3年間の研究成果のまとめとして、シンポ
ジウム「グローバル化の時代における法と法
学教育：国際関係法を中心に」を開催した。 
 
４．研究成果 
(1)まず、国際関係法の教育環境についての
現状を把握するために、①各大学の国際関係
法教員におこなったロー・スクール発足後の
国際関係法教育の現状に関するアンケート
結果の再検討、②研究環境に対する若手研究
者へのヒアリング、および③主要大学の国際
関係法担当教員および所属演習生にアンケ
ートをおこなった。①については、新司法試
験移行後、国際法に関心を持つ学生は少なく
なっており、加えて法学研究科（研究者養成）
への進学者も減少傾向にあることが判明し
た。これに関連するが、②の結果により、関
東と関西、国際公法と国際私法の違いはある
ものの、総じて学費や研究環境という観点で
研究者を志す若手の不安感が増している点
も明らかとなった。また大学院進学前の学生
の動向として③により、大学院進学を消極的
に考える理由として、学費問題や法科大学院
を含めた修了後の進路に大きな課題がある
という指摘がなされた。 
 
(2)国際関係法に関する諸外国との比較につ
いては、立命館大学、法政大学、立命館アジ
ア太平洋大学（APU）の 3 研究機関で教科書
を収集すると共に、インターネット上で公開
されているシラバスなどを収集し、これらの
比較検討をおこなった。その結果、特に中国
や韓国などで、日本と比較して、国際関係法
教育に積極的な姿勢が見られることが判明
した。 
 また本研究テーマの海外の動向を検討す
るために、2008 年 8 月（リオデジャネイロ）
および 2010 年 8 月（ハーグ）でおこなわれ
た国際法協会（ILA）の学術大会に出席して、
様々な研究の連携の必要性を確認した。ここ



では、海外における国際法学習者との共通の
課題が存在することなどが明らかになり、国
際的な事件やニュースに対する学会の対応
など、参考となる事例を検討した。 
 
(3)社会連携の観点からは、日弁連と共同研
究会「国際法の理論と実務」を計 5回行った
ほか、「国際分野のスペシャリストを目指す
法律家のためのセミナー」の実施に携わり、
国際関係法教育と実務の連携について議論
した。これらの企画は、実務家、研究者共に
積極的評価がなされ、社会連携のあり方や課
題について、今後積極的に議論していく必要
性を確認した。 
 
(4)最後に、3年間の研究成果のまとめとして、
シンポジウム「グローバル化の時代における
法と法学教育：国際関係法を中心に」を開催
した（日本学術会議法学委員会「グローバル
化と法」分科会と国際法学会の共催）。この
シンポジウムでは、本科研メンバーが司会お
よび 2つの報告を担当した。また、学術会議
の会員、ならびに外務省および弁護士からも
報告をいただき、国際関係法教育が置かれて
いる現状や課題に加えて、法学研究の将来展
望などについても研究機関（大学院）に対す
る積極的な提言をおこなった。 
 
(5)本研究を通じて、日本の司法制度改革の
影響は、単に新司法試験発足に伴うロー・ス
クールに限定されるものではなく、研究者養
成機関にも波及していることが浮き彫りに
なった。また大学教育のグローバル化は、ア
ジア諸地域の留学生の動向にも影響を与え、
日本の国際関係法教育も大きな岐路に立た
されていることが明らかとなった。  
なお、2011 年３月 16 日に予定されていた

日本学術会議法学委員会・法学系大学院分科
会の合同シンポジウム「法学研究者養成の危
機と打開の方策」に協力する（本科研のメン
バー １名が報告を担当）ことになっていた
が、このシンポジウムは震災の影響で延期さ
れ、現在のところ開催されていない。 
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